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●退職手当の支給率と1人当たりの平均支給額　 （15年４月１日現在）

※退職手当は、退職時の給料に、勤続年数と退職理由に応じて定められた支給率を乗じて
　算出します。また、退職手当の1人当たり平均支給額は、14年度に退職した全職種に係
　る職員に支給された平均額です。
※16年1月より、国の改正に合わせ、定年・勧奨の最高限度額を62.7月分から60.99月分
　に改正しています。

1人当たり平均支給額最高限度額勤続３５年勤続３０年勤続20年区　　　分
　　948千円60.0月分47.5月分41.25月分21.0月分室蘭市

自己都合
60.0　　47.5　　41.25　　21.0　　国

26,168千円62.7　　62.7　　54.45　　28.875　室蘭市
定年・勧奨

62.7　　62.7　　54.45　　28.875　国

●職員手当（１５年度給与改定後の内訳） （16年１月１日現在）
内　　　　　訳区分

○配偶者　　　　13,500円
○扶養親族（配偶者を除く）
　　２人まで　　1人6,000円
　　３人目から　1人5,000円
　※満16歳の年度初めから満22歳の年度
　　までの子1人につき5,000円加算

扶
養
手
当

（通勤距離が2km以上の者に限る）
○交通機関を利用する場合
　45,000円までは全額、それを超える
　ときは運賃に応じて50,000円を限度
　に支給
○交通用具を使用する場合
　通勤距離により4,100円～20,900円

通
勤
手
当

○持　　家　　　7,000円
　（新築または購入後5年間は8,500円）
○借家・借間（家賃が7,000円を超える
　者に限る）
　家賃に応じて100円～27,000円

住
居
手
当

○課長補佐職以上の管理職が対象
　部長職　　　　50,400円
　部次長職　　　43,200円
　課長職　　　　35,100円
　課長補佐職　　27,900円
※15年7月より、従来の支給額から10％
　削減しています。
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内　　　　　容区分
○年間支給率
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計勤勉手当期末手当
2.25月分0.70月分1.55月分６月期
2.15月分0.70月分1.45月分１２月期
4.40月分1.40月分3.00月分計

（職務の等級により加算措置あり）
※15年12月期より、上記支給額から職務の等級に
　より1～8％削減する独自措置を行っています。
○支給額

寒
冷
地
手
当

支給額（基準額＋加算額）
世帯区分

加算額基準額

51,600円
163,700円3人以上世帯主で

ある職員
の扶養親
族数　　

136,500円1～2人
34,400円82,900円0人
17,200円59,200円上記以外の職員

※15年度より、国の基準どおりの額に
　改正しています。
○時間外勤務手当
（勤務時間外に勤務した場合に支給）
○特殊勤務手当
（危険な業務など特殊業務に従事した場合に支給）
○宿日直手当
（宿直または当直勤務をした場合に支給）
　などがあります。

そ
の
他
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手
当

●初任給と経験年数別平均給料月額（一般行政職）
経験年数別平均給料月額（１５年４月１日現在）初任給（１６年１月１日現在）

区　分 経験年数２０年
以上２５年未満

経験年数１５年
以上２０年未満

経験年数１０年
以上１５年未満国室蘭市

380,600円341,200円286,800円（Ⅰ種）179,800円
（Ⅱ種）170,700円170,700円大学卒

349,300円303,400円231,300円138,800円138,800円高校卒

●給与費（１５年度普通会計当初予算）

※「給与費」には、特別職の分、共済費などの使用者負担分および退職手当を含みません。
※職員数は、普通会計の職員数で、一般会計、住宅会計と区画会計の一部が含まれます。

給　　　　　　与　　　　　　費職　員　数
（１５年４月１日現在） 計期末・勤勉手当諸　手　当給　　　料

60億289万円16億1,647万円6億8,562万円37億80万円866人

●決算額に占める人件費（１４年度普通会計決算）
（参考）１３年度の
人件費比率

人件費比率
（Ｂ／Ａ）

人　件　費
（Ｂ）

歳　出　総　額
（Ａ）

住民基本台帳人口
（１５年３月末現在）

24.4％21．5％96億2,366万円447億6,190万円101,138人

※「人件費」は、特別職の分を含み、また、共済費などの使用者負担分や退職手当も含む
　広い範囲の費用をいいます。
※普通会計とは、自治体間の財政状況を比較するために用いられる会計で、室蘭市の場合、
　一般会計、住宅会計と区画会計の一部が含まれます。
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●ラスパイレス指数　（15年４月１日現在）

97.4室　蘭　市

※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を
　100とした場合の給与水準です。室蘭市は、国家
　公務員の給与水準を下回っています。

●特別職の給料・報酬額と手当

※市議会議員を除く特別職については、15年7月よ
　り従来の支給額から10％削減しています。
○期末手当 … 支給率は、年間4.4カ月分で、一般職
　と同様に加算措置があります。
※15年12月期より、市議会議員を除く特別職につい
　ては、10％削減した給料をもとに計算し、さらに
　15％減率する独自措置を行っています。市議会議
　員については、年間0.25カ月分減率する独自措置
　を行っています。
○寒冷地手当 … 市議会議員を除く特別職に、一般職
　と同様の基準で支給しています。

収　入　役助　　　役市　　　長

607,500円702,000円855,000円
議　　　員副　議　長議　　　長

415,000円450,000円480,000円

●平均年齢と平均給料月額（一般行政職）　（15年４月１日現在）
平均給料月額平　均　年　齢

国室　蘭　市国室　蘭　市

327,623円364,100円40歳5カ月45歳9カ月

●一般行政職の級別職員数　　　　　 （15年４月１日現在）
１年前の構成比構成比職員数標準的な職務内容区　分

2.9%2.4%13人部長・部次長９　級

17.1%18.2%97人部次長・課長８　級

5.0%1.5%8人課長・課長補佐７　級

47.1%47.4%252人課長補佐・係長・専門員６　級

3.3%3.8%20人係長・主任５　級

6.8%8.3%44人
主事・技師

４　級

12.9%12.0%64人３　級

3.1%4.3%23人
主事補・技師補

２　級

1.8%2.1%11人１　級

100.0%100.0%532人計

※職員の職種は、一般行政職、税務職、医療技術職、企業職、消防職など
　に分けられますが、一般行政職は、最も職員構成比が高い職種です。

●部門別職員数　（各年４月１日現在） 　
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主　 な　 増　 減　 理　 由対前年
増減数

職　員　数
区　　　　　　分

１５年度１４年度
01111議　　会

一般行政部門

総務部門の事務執行体制見直しによる減▲ 　8137145総務企画
04646税　　務

保育所その他社会福祉施設の事務執行体制見直しによる減▲ 　2144146民　　生
ごみ収集業務の民間委託等による減▲117990衛　　生
室蘭テクノセンターへの職員派遣見直しによる減▲ 　11011労　　働

077農林水産
商工部門の事務執行体制見直しによる減▲ 　22931商　　工
土木部門の体制強化に伴う増1104103土　　木

▲23567590小　　計
文化センター管理業務の事務執行体制見直しによる減▲ 　1128129教　　育

特別行政部門 0171171消　　防
▲ 　1299300小　　計

病院事務局の事務執行体制見直しによる減▲ 　1496497病　　院

公営企業等会計部門

水道事業の事務執行体制見直しによる減▲ 　47074水　　道
03939下 水 道
01414国民健康保険
01818介護保険
099中央卸売市場
区画整理事業の事務執行体制見直しによる減▲ 　178そ の 他

▲ 　6653659小　　計
▲301.5191.549合　　　　　　　計

●定員適正化計画の数値目標と進ちょく状況
15年4月1日14年4月1日13年4月1日12年4月1日区　分

1,0461,0761,1381,201
職　員　数

（医療・看護・保
健職を除く）

▲ 　155▲ 　125▲  　　6312年との比較

・12年度と16年度の比較で100人程度の縮減を目
　標としています。
・新たな定員適正化計画では、15年度と19年度の
　比較で130人程度の縮減を目標としています。
※職員数には、西いぶり廃棄物処理広域連合や公益
　法人などへの派遣職員は含まれていません。

数 値 目 標
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